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【今月の一言】 

いつもご愛読いただきありがとうございます。 

随分と過ごしやすい季節となりましたがいかがお

過ごしでしょうか。 

2022年4月号より、『ベイヒルズ社労士事務所便

り』は『ベイヒルズＳＲ通信』へと名称を変更いたしま

した！引き続き皆様にタイムリーなお役立ち情報を

お届けして参りますので、お仕事の合間などにご覧

いただけると幸いです。 

それでは今月もベイヒルズSR通信をお届けいたし

ます。 

2022年 4月からの年金制度 

年金制度改正法（令和 2 年法律第 40 号）等の施

行により、年金制度の一部が改正されます。 

4月からどのように変わるのか見ていきます。 

◆繰下げ受給の上限年齢引上げ 

66 歳から 70 歳までとなっている老齢年金の繰

下げの年齢について、上限が 75 歳に引き上げられ

ます。また、65 歳に達した日後に受給権を取得した

場合についても、繰下げの上限が 5 年から 10 年に

引き上げられます。 

2022 年 3 月 31 日時点で、70 歳に達していな

い方または受給権を取得した日から 5 年経過してい

ない方が対象となります。 

◆繰上げ受給の減額率の見直し 

年金の繰上げ受給をした場合の減額率が、1 月あ

たり現在の 0.5％➡0.4％に変更されます。 

2022 年 3 月 31 日時点で、60 歳に達していな

い方が対象となります。 

◆在職老齢年金制度の見直し 

在職中の老齢厚生年金受給者について、年金の基

本月額と総報酬月額相当額の合計額が一定の基準を

超えたとき、年金の全部または一部が支給停止され

ます。 

60 歳以上 65 歳未満の方の在職老齢年金につい

て、年金の支給が停止される基準の見直しが行

われ、65 歳以上の在職老齢年金と同じ基準

（28万円から 47万円）に緩和されます。 

◆加給年金の支給停止規定の見直し 

加給年金の加算対象となる配偶者が、被保険

者期間が 20 年（中高齢者等の特例に該当する

方を含む）以上ある老齢、退職を支給事由とする

年金の受給権を有する場合、その支給の有無に

かかわらず加給年金が支給停止となります（経

過措置あり）。 

◆在職定時改定の導入 

在職中の 65歳以上70歳未満の老齢厚生年

金受給者について、年金額が毎年 1 回定時に改

定が行われます。 

基準日である毎年9月1日に厚生年金保険の

被保険者である場合は、翌月 10 月分の年金か

ら改定されます。 

◆基礎年金番号通知書発行開始 

国民年金制度または被用者年金制度に初めて

加入する方には、「基礎年金番号通知書」が発行

されることになります。既に国民年金手帳を所

持している方には「基礎年金番号通知書」は発行

されません。 

【日本年金機構「令和 4 年 4 月から年金制度が

改正されます」】 

高年齢者就業確保措置の実施状況 

◆70歳までの高年齢者就業確保措置 

改正高年齢者雇用安定法（2021年 4月施行）

により、定年を 70 歳に延長するなどの「就業確

保措置」が努力義務として定められています。 

経団連が行った調査によると、70歳までの高

年齢者就業確保措置について対応済みと回答し

た企業は 21.5%だったそうです。具体的には回

答が多い順に、 

「検討する予定」38.6％、 

「対応を検討中」29.5％、 

「対応済み（決定済みを含む）」21.5％、 

「検討していない（予定なしを含む）」10.4％ 

となっています。 

◆中小企業でも早めの対策を 

70 歳までの高年齢者就業確保措置は、現時

点では努力義務であるため、上記のアンケートで

もまだ検討予定の企業が多いですが、いずれ義

務化されると思われます。 

中小企業では、自社に直接的に労働力として

貢献してもらうなど、大企業とは違った対応が必

要とされると思われますので、対応の検討は早

いほうがよいでしょう。 

コロナ禍でも、運送業などでは人手不足感が

強いようですので、業種によっては高齢労働者

の活用はより切実な問題となっています。 

◆マルチジョブホルダー制度 

高齢者の働き方に関連して、65 歳以上の労

働者に関する新しい制度（マルチジョブホルダー

制度）が、1月から始まっています。 

複数の事業所で勤務する 65歳以上の労働者

が、そのうち 2 つの事業所での勤務を合計して

所定の要件を満たす場合に、労働者本人がハロ

ーワークへの申出を行った日から特例的に雇用

保険の被保険者となることができる制度です。 

企業は、労働者からの申し出があった場合に

は、「雇用保険マルチジョブホルダー雇入・資格

取得届」への記入や雇用の事実や所定労働時間

などに関する証明資料の準備が必要となります

ので、事前に確認しておきましょう。 

【経団連「2021 年人事・労務に関するトップ・マ

ネジメント調査」】 

 

 

4月の税務と労務の手続 

［提出先･納付先］ 
11日 

 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額納付

 ［郵便局または銀行］ 

 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降採用の労働者がいる場合＞ 

  ［公共職業安定所］ 

15日 

 給与支払報告に係る給与所得者異動届

出書の提出 ［市区町村］ 

5月 2日 

 預金管理状況報告の提出 ［労基署］ 

 労働者死傷病報告の提出 

＜休業 4日未満、1月～3月分＞［労基署］ 

 健保・厚年保険料の納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 健康保険印紙受払等報告書の提出 

  ［年金事務所］ 

 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出 ［公共職業安定所］ 

 外国人雇用状況の届出 

（雇用保険の被保険者でない場合） 

＜雇入れ・離職の翌月末日＞  

 ［公共職業安定所］ 

 公益法人等の法人住民税均等割の申告

納付 ［都道府県・市町村］ 

 固定資産税・都市計画税の納付 

＜第 1期＞ ［郵便局または銀行］ 

※都・市町村により異なる月の場合がある。 

・土地価格等縦覧帳簿・家屋価格等縦覧帳

簿の縦覧期間 

（4/1～20または、第 1期目の納期限迄

のいずれか遅い日以降の日までの期間） 

2022 年 4 月号 


